
がんばる外国人材キャリアアップ応援企業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 宮城県は、雇用する外国人材に対し日本語学習、技能習得及び資格取得等、外国人材のキャリ

アアップに資する取組を行う県内企業に対し、その取組のために要する経費について、予算の範囲内

において「がんばる外国人材キャリアアップ応援企業補助金」（以下「補助金」という。）を交付す

るものとし、その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 技能実習 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（以下「入管法」とい

う。）別表第一の二に掲げられる技能実習の在留資格のことをいう。 

（２） 特定技能 入管法別表第一の二に掲げられる特定技能の在留資格のことをいう。 

（３） 特定活動 入管法別表第一の五に掲げられる特定活動の在留資格のうち、交付決定のあった

日の属する年度の２月２８日までに技能実習又は特定技能に移行を予定している者のことをい

う。 

（４） 外国人材 技能実習、特定技能及び特定活動の在留資格を有する者のことをいう。 

 

（補助事業者） 

第３条 この要綱において、補助事業者は、次の各号に掲げる要件を全て満たす者のうち、知事が適当

と認める者とする。 

（１） 宮城県内に事務所又は事業所を有する法人 

（２） 交付申請時点において、現に外国人材を雇用している者又は実績報告時までに外国人材の雇

用を開始する計画がある者 

（３） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する「風俗営業」、「性風

俗関連特殊営業」及び「接客業務受託営業」を営む者に該当しない者 

（４） 暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等に該当

しない者 

（５） 県税に未納がない者 

 

（補助対象経費等） 

第４条 補助対象経費、補助率及び補助上限額は、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象経費として、国や県等の補助金又は助成金等の交付を受けてい

るときは、当該事業は補助対象事業とはしない。 

３ 補助金の交付の対象となる事業の実施期間は、補助金の交付決定の時期に関わらず、交付決定のあ

った日の属する年度の４月１日から２月２８日までとする。 

４ 補助金は、予算の範囲内で交付するものとする。 



 

（交付の申請） 

第５条 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は別記様式第１号によるものとし、そ

の提出期限は知事が別に定める。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税

に相当する額を減額して申請しなければならない。ただし、次に掲げる者については、消費税及び地

方消費税に相当する額を含めて申請することができる。 

（１） 消費税法における納税義務者とならない事業者 

（２） 免税事業者である事業者 

（３） 消費税簡易課税制度を選択している（簡易課税事業者である）事業者 

３ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりと

する。 

（１） 収支予算書（別記様式第１号別紙１） 

（２） 誓約書（別記様式第１号別紙２） 

（３） キャリアップ計画書兼実績報告書（別記様式第１号別紙３） 

（４） 見積書の写しその他の補助対象経費の積算の根拠となる資料 

（５） 県税納税証明書（発行から３か月以内のもの） 

（６） 補助事業の対象としようとする外国人材の在留資格を証明する書類（在留資格認定証明書又

は在留カードの写し等） 

（７） 補助事業の対象としようとする外国人材を雇用していること又は雇用を予定していることを

証明する書類（雇用契約書の写し又は採用通知書の写し等） 

（８） その他知事が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第６条 知事は、第５条第１項の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査

し、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付決定を行い、交付決定通知書を申請者に送付する

ものとする。 

２ 知事は、審査にあたり、第３条第４号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県

警本部長あて照会することができる。 

３ 知事は、規則第５条の規定により、第１項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第７条第１項の規定による本補助金の交付の申請を取下げようとするときは、前条の規定

による通知を受けた日から起算して１５日以内にその旨を記載した取下書を知事に提出しなければな

らない。 

  



（補助事業の経理等） 

第８条 補助事業者は、補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確

に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了した日（当該事業の中止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する会計年度の終了後５年間、知事の要求があったときは、い

つでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならない。 

 

（補助事業の変更） 

第９条 補助事業者は、補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分を変更しようとする場

合においては、別記様式第２号により知事の承認を受けなければならない。ただし、補助対象経費の

２０パーセント以内の変更については、この限りではない。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、別記様式３号に

より知事の承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１１条 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において

は、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１２条 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告の様式は、別記様式第４号によるものと

し、その提出期限は、事業完了後（補助事業の廃止の承認を受けた場合は承認を受けた日）３０日以

内又は交付決定日が属する県の会計年度の２月２８日のいずれか早い日までとする。 

２ 規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は、次のとお

りとする。 

（１） 収支報告書（別記様式第４号別紙１） 

（２） キャリアアップ計画書兼実績報告書（別記様式第１号別紙３） 

（３） 補助事業実施に係る支出を証する書類（領収書及び通帳の写し等） 

（４） 補助事業の対象となった外国人材を雇用していることが確認できる書類（雇用契約書の写し

等（交付申請時から変更があった場合に限る。）） 

（５） 補助事業の対象となった外国人材の在留資格を証する書類（在留資格認定証明書又は在留カ

ードの写し等（交付申請時から変更があった場合に限る。）） 

（６） その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 知事は、第１２条第１項の規定による報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必

要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が交付決定の内容及びこれに付し



た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（補助金の交付方法） 

第１４条 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとし、事業者が補助

金の交付を受けようとするときは、別記様式第５号により知事に請求するものとする。 

 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１５条 知事は、第１０条の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次の各号の一つに

該当する場合には、第６条第１項の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することが

できる。 

（１） 補助事業者が法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反

した場合 

（２） 補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３） 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

（４） 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

った場合 

（５） 補助事業者が、暴力団排除に関する誓約した場合に反し、申請書類の記載事項が真正でない

ことが判明した場合 

（６） 補助事業者が、第１２条の規定による補助事業実績報告書の提出を怠った場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付され

ているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その命令に係る補助

金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加算金

の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還については、第１６条第３項の規定を準用する。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年８月２０日から施行し、令和７年度中に実施する事業に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、各年度中に

実施する事業に係る当該補助金にも適用するものとする。 

３ 外国人材高度化転換補助金交付要綱（令和６年１０月２３日施行）は、廃止する。 

 

 



別表 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 補助金の額 

補助事業者において雇用する

外国人材が現在の職場で長期

的に活躍する人材となるため

に補助事業者が実施する以下

の取組 

（１）外国人材の日本語学習

及び日本語能力を測定す

るための試験の受験に対

する支援 

（２）外国人材の技能習得及

び技能水準を測定するた

めの試験の受験に対する

支援 

需用費（教材購入に要する費用） 

報償費（外部講師への謝金） 

旅費（研修の受講及び試験の受験

に要する交通費並びに外部講師に

対する交通費） 

役務費（研修の受講料及び試験の

受験料） 

使用料及び賃借料（会場利用に要

する費用） 

１/２以内 補助対象経費に補助

率を乗じて得た額

（補助事業者一者に

つき１０万円を上限

とする。） 

 


